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仕様書 

１ 件名 

  足腰しゃっきりトレーニング教室事業（室内運動・水中運動）委託 

 

２ 履行期間 

  令和９年４月１日から令和 10 年３月 31 日まで 

 

３ 委託業務 

高齢者に対して、運動機能を維持、向上させるための筋力向上トレーニング、柔軟

性、バランス能力等を向上させる包括的トレーニングを行う足腰しゃっきりトレーニ

ング教室（以下「教室」という。）を実施する。 

 

４ 履行場所 

所在地 練馬区内 

 

５ 委託事業の目的 

介護保険法第 115 条の 45 第 1 項第 2 号に定める地域支援事業の一般介護予防事業

として、高齢者を対象に介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するために教室

を実施し、介護予防に取り組むきっかけづくりおよび要支援や要介護への移行予防

を目的とする。 

 

６ 実施回数、実施日時、定員 

(1) 室内運動 

１教室の回数 年間実施教室数 時間 定員 

６回 

(週１回、約２か月) 

初級クラス ２教室程度 

中級クラス ２教室程度 
１時間 30 分程度 

各 15～20 名 

程度 

※ 年間実施教室数、時間・曜日は、関係者で調整の上決定する。 

(2) 水中運動 

１教室の回数 年間実施教室数 時間 定員 

６回 

(週１回、約２か月) 

初級クラス ２教室程度 

中級クラス ２教室程度 
１時間 30 分程度 

各 15～20 名 

程度 

※ 年間実施教室数、時間・曜日は、関係者で調整の上決定する。 

 

別紙１ 
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７ 教室の利用者 

教室の利用者（以下「利用者」という。）は、次の各号に掲げるすべてに該当する

者とする。 

(1) 練馬区内に住所を有する者 

(2) 年齢が 65 歳以上の者（年度末までに 65 歳に到達する者を含む） 

(3) 医師より運動を止められていない者 

(4) 自ら通うことが可能な者 

 

８ 利用者の募集 

募集は、ねりま区報および区が作成し配布するチラシ等により行うが、受託者は原

稿の確認など、必要に応じて区に協力すること。 

 

９ 委託内容 

(1) 業務委託内容 

 ア 利用者対応等 

 申込抽選は、受付対応の委託事業者が行い、区は、当選者の利用者名簿を受託者へ

提供するものとする。 

受託者は、区から提供された利用者名簿を適切に管理するとともに、当選者からの

問い合わせおよび連絡に対応する。 

また、当選者から利用辞退の連絡を受けた場合は、速やかに区へ報告する。 

 

イ 運動器の機能向上のための指導を以下のとおり行う。 

 初級クラス 中級クラス 

主観的 

運動強度 

楽であると感じる程度 楽である～ややきついと感

じる程度 

運動の目的 運動器の機能の向上（筋力、柔軟性、バランス能力等） 

運動の内容 包括的トレーニング、歩行

トレーニング、有酸素運動、

認知機能の維持・向上に効

果的な運動（デュアルタス

クトレーニング等）等 

包括的トレーニング、個別的

トレーニング、有酸素運動、

認知機能の維持・向上に効果

的な運動（デュアルタスクト

レーニング等）等 

健康管理 プログラム開始前を基本とし、必要に応じて実施中や終了

時にも血圧・脈拍の測定や様子の確認など、体調の確認を

適切に行う。 

講話 低栄養予防、口腔機能向上、認知機能の維持・向上等、介

護予防に資する学習の機会の提供 （15 分程度） 

時間 1.5 時間以上（準備、後片付けの時間は含まない） 

    ※令和９年度から、本事業に「脳トレ体操教室」を統合して実施。 
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ウ 会場は、参加者が安全に運動できる十分な広さを有することとする。 

工事等の理由により、会場が使用できなくなった場合は代替施設または代替日

を用意する。 

エ 教室終了後も、利用者が主体的に介護予防に取り組み続けられるよう、以下の要

素を含むプログラムとする。 

(ア) 利用者が自宅でも継続して取り組めるよう、運動習慣の定着を目的としたプ

ログラムを提供する。 

(イ) 利用者が事業終了後も運動を継続し、地域の活動団体等への参加を通じて社

会とのつながりを持てるよう、必要な情報提供や支援を行う。 

オ 区の指定する開始前後のアンケートおよび体調チェック表を実施し、提出する。 

カ 受託者は、毎回事業終了後にミーティングを行い、事業全体の記録を作成し提 

出する。 

キ 受託者は、区の指定する個別記録および個別結果報告書を作成し提出する。 

ク 受託者は、休みがちな利用者に対して適宜連絡を行い、介護予防への意識向上

に努める。 

ケ 受託者は、教室開始後に利用者が辞退の申し出があった場合は、その旨を報告

書に記載する。 

コ 受託者は、利用者からの欠席等の連絡を受けられる体制として、留守番機能付

き電話の設置等、適切な連絡体制を整備する。 

サ 受託者が提供する会場は、消火設備を設置し、その他の災害時に際して避難経

路の掲示・誘導などの防災対策を講じる。 

シ 受託者は、安全に教室を実施するために必要な動線を確保し、転倒やケガを防

ぐための環境整備に努める。 

(2) その他 

ア 受託者は、災害や感染症等に関して区から利用者へ連絡事項が生じた場合、利

用者への周知または説明を行うこと。なお、利用者へ配付資料等がある場合は、

区が送付したデータを受託者が印刷し配付する。 

イ 受託者は、区が依頼する資料等を利用者に配付すること。なお、配付資料の事

前引き取りおよび残部の返却は、受託者の負担により行う。 

ウ 必要に応じて区の事業の周知・啓発等に協力すること。 

 

10 従事者 

事業にあたる従事者は、受託者の責任において以下の者を配置し、区に届け出るも

のとする。 

(1) 看護師または准看護師（以下、「看護師等」という。）を配置し、利用者の体調

確認および指導の補助を行う。 
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(2) 包括的トレーニングを指導する者は、健康運動指導士・健康運動実践指導者・介

護予防運動指導員等であり、高齢者の運動指導の経験を有する運動指導員とする。 

(3) 看護師等および運動指導員のほかに補助員を配置し、指導の補助を行う。 

(4) 受託者は、契約締結後、従事者名簿および免許証の写しを区に提出する。また、

従事者に変更があったときは、その都度区に届け出ること。 

 

11 トレーニング用具等 

トレーニングに使用する用具および体調チェックに必要な機器は、受託者の責任に

おいて手配および管理を行う。 

 

12 保険の加入 

(1) 受託者は、受託者の責任において従事者の賠償責任保険に加入する。 

(2) 受託者は、利用者から保険料相当額を徴収し、利用者の傷害保険に加入する。 

(3) 区が利用承認の取り消しをしたとき、または利用者から辞退する旨の申し出があ

ったときは、上記（2）については利用者に返却しないものとする。 

 

13 報告および調査 

(1) 受託者は、教室終了後 10 日以内に、区の定める様式により、実施状況報告書、

実施記録および報告書を提出する。また、教室終了後速やかに、利用者の出欠の

状況および事業実施に伴う記録類を提出するとともに、区より提供した利用者情

報の返還を行う。 

(2) 区は、受託者に対し、(1)に定めるもののほか、必要に応じて、委託業務の実施

状況および経理状況について報告を求め、または調査を行うことができるものと

する。 

(3) (1)および(2）に定める報告または調査により、改善すべき事項が生じた場合は、

その改善のため、区と受託者で協議するものとする。 

 

14 支払方法 

区は、委託業務に必要な経費（指導料、事務管理費、施設使用料）に相当する額を

委託料として受託者に支払う。委託料は受託者の請求に基づき教室ごとの確定払いと

する。ただし、受託者が希望する場合は、年度毎の実績一括払いとすることができる。 

 

15 感染症対策 

(1) 新型コロナウイルス感染症等の感染症が発生、または、まん延しないように必

要な措置を講ずるよう努めること。 

(2) 感染症対策については、事前に区と協議し区の了解を得る。 

(3) 感染症対策のための備品、消耗品等は受託者が準備すること。 
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16 安全管理体制等の確保 

受託者は、事業を行っているときに利用者に病状の急変等が生じた場合に備え、緊

急時マニュアル等を作成し、その事業の従事者に周知徹底を図るとともに、速やかに

業務責任者への連絡を行えるよう、緊急時の連絡方法をあらかじめ定めておかなけれ

ばならない。 

 

17 事故報告 

受託者は、次の項目に該当するときは、応急措置のうえ、直ちに区に報告しなけれ

ばならない。 

(1) 非常災害その他の事故により、委託業務の執行が困難となったとき、またはその

おそれがあるとき。 

(2) 業務運営中に利用者に事故があったとき。 

(3) (1)および(2)のほか業務運営、管理に支障をきたす事態が発生したとき。 

 

18 苦情解決体制 

受託者は、利用者からの苦情解決に関する体制を整えなければならない。また、利

用者から苦情があった場合には、直ちに区に報告しなければならない。 

 

19 不可抗力による中止 

(1) 悪天候、災害その他の理由により、本事業の実施が困難と思われる場合には、区

と受託者の協議により速やかに中止の決定および振替実施の可否の決定を行う。 

(2) 受託者は中止の決定後、速やかに利用者へ中止の旨連絡すること。 

(3) 中止決定がなされた日の費用は、以下の方法で区と受託者がそれを負担する。 

  ア 前日の午後５時までに中止の決定がなされた場合には、区は中止した分の指導

料および施設使用料、事務管理費を支払わないこととする。 

  イ 上記の時刻以降に中止の決定がなされた場合には、区は中止した分の上記を支

払うこととする。 

 

20 賠償責任 

   受託者は、その責に帰すべき理由により、区に対して損害を与えたときは、その賠

償責任を負うものとする。 

 

21 契約の解除 

(1) 区は、委託業務の休止、廃止または変更のため、この契約を解除するときは、

契約を解除する１か月前までに、受託者に予告するものとする。 

(2) (1)の規定にかかわらず、受託者が、不正経理その他社会的信用を失墜する行為

を行い、この契約を維持することが不適当と認められるときは、区は、直ちにこ

の契約を解除することができる。 
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(3) 受託者が年度途中に契約の解除を希望する場合、または翌年度の契約を希望し

ない場合は、３か月前までに申し出ることを要する。 

 

22 宗教活動等の禁止 

受託者は、本事業において、宗教や政治に関する活動、署名募集等をおこなっては

ならない。 

 

23 特記事項 

(1) 個人情報および受託情報の取扱い 

受託者は、委託業務の実施に当たっては、別紙１「情報の保護および管理に関す

る特記事項」を遵守すること。 

(2) 環境への配慮 

受託者は、環境関連法令を遵守するとともに、環境負荷の低減に努めること。 

(3) 障害を理由とする差別を解消するための措置 

受託者は、別紙２「練馬区における障害を理由とする差別の解消の推進に関する

対応要領」を踏まえ、練馬区と同等の合理的配慮の提供を行うものとすること。 

(4) カスタマーハラスメントへの対応 

カスタマーハラスメントに対しては、別紙３「練馬区職員のカスタマーハラスメ

ント防止に関する指針（ガイドライン）」に則った対応を行うこと。 

 

24 その他 

    本契約に定めのない事項およびこの契約の仕様書の解釈について、疑義を生じる事

項については、その都度、区と受託者の協議のうえ定めるものとする。 

 

25 担当 

  練馬区高齢施策担当部高齢社会対策課介護予防係  

  電話 ０３－５９８４－２０９４   ＦＡＸ ０３－５９８４－１２１４ 

  メール KOUREITAISAKU11@city.nerima.tokyo.jp 

 

mailto:KOUREITAISAKU11@city.nerima.tokyo.jp
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